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１． 16年 3月期の業績（平成 15年 4月 1日～平成 16年 3月 31日） 
(1)経営成績                               （百万円未満切り捨て） 
 売 上 高      営業利益  経常利益  
 百万円     ％ 百万円     ％ 百万円     ％

16年 3月期 
15年 3月期 

3,372(  34.7)
2,504( 125.0)

178( 114.8)
83(  97.2)

142(  89.9)
74(  76.4)

 

 当期純利益 
１ 株 当 た り
当 期 純 利 益

潜在株式調整後１株
当たり当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資 本 
経 常 利 益 率 

売 上 高
経 常 利 益 率

 百万円   ％  円 銭  円 銭 ％ ％ ％

16年 3月期 
15年 3月期 

70(  91.7) 
36(  70.8) 

9,477  25
4,995  70

9,451  98
―

13.1
10.3

9.2 
8.0 

4.2
3.0

(注) ①持分法投資損益 16 年 3 月期    ― 百万円  15 年 3 月期    ― 百万円 
     ②期中平均株式数 16 年 3 月期     7,479 株   15 年 3 月期    7,400 株 
     ③会計処理の方法の変更   無 
     ④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 
(2)配当状況 

１株当たり年間配当金 
 

 中 間 期 末 
配当金総額 
（年   間） 配当性向 

株主資本 
配 当 率     

  円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％
16年 3月期 
15年 3月期 

0  00
0  00

0  00 
0  00 

0  00
0  00

―
―

― 
― 

―
―

 
(3)財政状態                               （百万円未満切り捨て） 
 総 資 産      株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円  銭

16年 3月期 
15年 3月期 

1,892 
1,216 

702
377

37.1 
31.0 

83,677  78
51,032  17

(注) ①期末発行済株式数 16 年 3 月期     8,400 株      15 年 3 月期     7,400 株 
    ②期末自己株式数   16 年 3 月期       ―株      15 年 3 月期       ―株 
 
(4)キャッシュ･フローの状況                        （百万円未満切り捨て） 

 営 業 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る         
キャッシュ・フロー

財 務 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高         

 百万円 百万円 百万円 百万円

16年 3月期 
15年 3月期 

2 
△203 

△138
△221

497 
446 

611
249

 
 
２．17年 3月期の業績予想（平成 16年 4月 1日～平成 17年 3月 31日） 

１株当たり年間配当金  
売 上 高     経常利益 当期純利益 

中 間 期 末  

 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中 間 期 
通   期 

1,986 
4,071 

81
202

48
109

0  00 
――― 

――― 
0  00 

―――
0  00

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期) 6,488 円 9銭 
   （注）平成 16 年 3 月 11 日開催の取締役会の決議に基づき、平成 16 年 5 月 20 日付けをもって普通

株式 1 株を 2 株に分割する予定であります。なお、1 株当たり予想当期純利益(通期)は当該
株式分割考慮後の株式数により算出しております。 

 
 
 

上記業績予想は、現時点で入手可能な情報に基づいておりますが、実際の業績は、様々な要因により予想数値と異

なる可能性があります。なお、上記予想に関する事項は、添付資料５ページをご参照下さい。 



１．事業の内容 
当社は自社直営及びフランチャイズにて、中古カー用品の買取・販売を行う「アップガレージ」、

並びに中古バイク及び中古バイク用品の買取・販売を行う「アップガレージ ライダース」を営業

展開しております。当社が取り扱う中古カー用品及び中古バイク用品は、主としてアフターパーツ

と呼ばれる自動車・バイク本体が販売された後にユーザーが専門店等で購入する自動車用品・バイ

ク用品を対象としております。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

当　　　社

中古カー用品等の

仕入（買取）
中古カー用品等の販売

販売品仕入

中古カー用品等の販売

査定システム・什器等の販売

共同広告提供

加盟金

ロイヤリティ

共同広告収入

中古カー用品等の

仕入（買取）
中古カー用品等の販売

フランチャイジー

事 業 系 統 図

一 般 ユ ー ザ ー

アップガレージ アップガレージ　ライダース

製造メーカー

専門商社

アップガレージ アップガレージ　ライダース

２．経営方針 
（１） 会社の経営の基本方針 

当社は設立以来、中古カー用品市場という従来確立していなかった事業分野を開拓し今日

に至っております。今後も引き続き当社が確立した中古カー用品市場において圧倒的なシェ

アを確保すべく積極的に事業展開を行ってまいります。また同時に収益性の確保も行ってま

いります。 
具体的には、未出店の地域において積極的に出店し売上の向上を図り、既存店については

増床やサービスメニューの充実により、収益性の向上を図ります。 
また今後は中古カー用品の買取・販売を通じて得たノウハウを活用し、カー用品業界に限

ることなくリサイクル業界におけるリーディングカンパニーとなることを目指しております。 
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（２） 会社の利益配分に関する基本方針 
当社は、株主に対する利益還元と中古カー用品市場におけるシェアの拡大を経営の重要課

題と位置づけております。当面は今後の順調な事業展開の素地を築くため内部留保を充実さ

せ、企業成長と経営基盤の安定を図る所存であります。 
なお、今後は株主への利益還元としての利益配当を各期の経営成績を勘案しつつ適宜行う

ことを検討しております。 
また、当社では、役員及び従業員のモチベーション向上を目的に、ストックオプション制

度を導入しております。 
 
（３） 投資単位の引き下げに関する考え方及び方針等 

当社は、当社株式の流動性の向上及び株主数増加を資本政策上の重要な課題と認識してお

ります。 
投資金額を勘案し、投資家の皆様にとってより投資しやすい環境を整えるため、平成 16年

3 月 31 日最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載された株主の所有普通株式 1 株につき、2
株の割合をもって分割を行いました。今後とも株式投資単位の引き下げにつきましては慎重

に検討し、対処していく所存であります。 
 
（４） 目標とする経営指標 

当社では、成長性と収益性を重要な経営上の課題としております。当社の属する中古カー

用品業界は現在なお、成長中であります。このような成長中の市場において当社では、売上

高、経常利益ともに前年比 20%増を目標として成長性と収益性を向上させる所存です。この
実現のために、事業部門、店舗単位での売上高および利益率の向上を進めてまいります。 

 
（５） 中長期的な会社の経営戦略 

当社は日本全国に「アップガレージ」及び「アップガレージライダース」を 61店出店して
おります。出店にあたっては出店地を厳選しつつ、着実な店舗展開を図っていきたいと考え

ております。しかしながら、成長途上にある中古カー用品業界においてはブランドの周知に

よるシェアの確保が重要であり、出店の余地があれば積極的に出店を行います。具体的な年

間出店目標は直営店 6店（うちライダース店 2店）、フランチャイズ店 26店（うちライダー
ス 20店）を想定しております。また既存店舗につきましては、増床並びにサービスメニュー
の充実などにより、営業効率を向上させてまいります。また同時にリサイクル業界としての

多店舗展開を前提とした今後の成長機軸となる業態の開発を行っていく方針です。 
さらには今後需要増加が見込まれる東南アジア等海外への進出につきましても早期の実現

を図るべく準備を進めてまいります。 
 
（６） 会社の対処すべき課題 

今後のわが国経済見通しは、株式市場の活況にみられるように景気回復の基調にはあるも

のの、依然として予断を許さないような状況にあり、経営環境は引き続き厳しいことが推測
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されます。また、当社を取り巻く環境としては、厳しい雇用環境や所得の減少などによる生

活不安を背景に、個人消費の勢いは依然として厳しく、今後とも経営環境は予断を許さない

状況にあると言えます。 
一方で、中古カー用品市場の成長性や、地価下落により出店用地の確保が容易になってい

ることなどから、同業他社の出店意欲は旺盛なものがあり、また異業種からの新規参入者も

含め、競争環境は今後激化していくものと考えております。当社といたしましては、積極的

な出店と既存店舗の収益性向上により高成長・高収益な店舗運営体制とすることが最大の課

題であると考えております。そのため、必要であればスクラップアンドビルドやサービスメ

ニューの充実などによる既存店舗の活性化を行うと共に新たな事業分野への進出等により事

業基盤の拡大・強化に積極的に取り組んでいく所存でございます。 
 
（７） コーポレート・ガバナンスに関する基本的考え方及びその施策の実施状況 
① コーポレート・ガバナンスに関する基本的考え方 
当社においてコーポレートガバナンスの充実は長期的に企業価値の増大につながると考え

ており、健全で透明性の高い経営を実践するべく、経営管理体制の整備や経営監視機能の充

実を図っていく所存であります。 
② 具体的な実施状況 
実施状況につきましては、取締役会を定時で毎月１回開催し、緊急性がある場合には、臨

時で開催しております。取締役会には監査役２名も出席しております。 
また当社は監査役制度を採用しております。監査役は取締役会等重要な会議への出席のほ

か、内部監査、会計監査人との連携も行われており、取締役の業務執行全般に亘り、監視す

る体制を整えております。なお、当社では社外監査役を 1 名選任しておりますが、社外監査
役と当社との利害関係はありません。 

 

取締役会 

（取締役 4名） 

監査役 

（監査役２名） 

内部監査 

 

社外監査役

(1名) 

各部門 

代表取締役社長 

株主総会  
 選任･解任 選任･解任 

 
業務監査 

 
 
 選任･監督 
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３．経営成績及び財政状況 
（１） 当期の概況 

当期におけるわが国経済は、企業収益が改善し、民間設備投資の増加、株式市況の好転な

どから景気回復の兆しが見られておりますが、厳しい雇用環境、給与所得の伸び悩みから、

個人の消費は低調なままとなっております。この影響によりカー用品市場も伸び悩んでおり

ます。 
しかしながら、当社の属する中古カー用品業界は現在もなお、市場の拡大が続いておりま

す。当社では前期に引き続き積極的な店舗展開を行い、平成 15年 4月以降「アップガレージ」
直営店を 3店、「アップガレージ ライダース」直営店を 2店（内 1店は「アップガレージ」
インポート川崎店からの転換）出店し、「アップガレージ ライダース」直営店 1店を店舗統
合により閉店しております。またフランチャイズ店では当期において「アップガレージ」6店、
「アップガレージ ライダース」2店の出店がありました。これらにより当期末の店舗数は「ア
ップガレージ」56店（内フランチャイズ 41店）、「アップガレージ ライダース」5店（内フ
ランチャイズ 3店）となっております。 
当社業績は厳しい社会情勢の中でも順調に推移し、また新規直営店の開店が寄与した結果、

売上高は 3,372,219 千円（前期比 34.7%増）となりました。利益面では売上高の増加に伴い、
経常利益 142,302 千円（前期比 89.9%増）、当期純利益 70,880 千円（前期比 91.7%増）とな
りました。 
事業別概況は次のとおりであります。 
（直営事業） 
直営事業では、前期に開店した店舗が当期通年営業となったこと、また当期の新規出店の効

果により売上高は 2,905,742千円（前期比 57.3%増）となりました。 
（フランチャイズ事業） 
フランチャイズ事業では、出店数の増加によりロイヤリティ収入が 173,365 千円（前期比

37.1％増）となりましたが、前期に比べ新規出店数が 8店（前期は 16店）にとどまったこと
によりロイヤリティ以外の収入は 293,112千円（前期比 44.7％減）となりました。このため、
フランチャイズ事業の売上高は 466,477千円（前期比 29.0％減）となりました。 

 
（２） 財政状態 
当事業年度の現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、新規出店に伴う投資活動に

よる支出がありましたが、公募増資に伴う新株式発行等により、前期比べ 361,923 千円増加
し、当事業年度末の資金は 611,040 千円となりました。各キャッシュ・フローの状況とそれ
らの要因は次のとおりです。 
① 営業活動によるキャッシュ・フロー 
当期において、営業活動の結果得られた増加資金は 2,609 千円であります。この増加資金
の主な原因は、税引前当期純利益 140,778千円及び減価償却費 71,391千円であります。 
② 投資活動によるキャッシュ・フロー 
当期において、投資活動の結果支出した資金は 138,330 千円であります。この投資活動の
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ために使用した資金は主に、新規出店等に伴う有形固定資産の取得による支出 81,903千円及
び敷金及び保証金の増加による支出 51,714千円によるものであります。 
③ 財務活動によるキャッシュ・フロー 
当期において、財務活動の結果得られた増加資金は 497,644 千円であります。この増加資
金の主な原因は、上述のとおり公募増資による 242,384千円の増加であります。 
 
なお、キャッシュ・フロー指標のトレンドは、以下の通りであります。 
 平成 15年 3月期 平成 16年 3月期 
自己資本比率（％） 31.0 37.1 
時価ベースの自己資本比率（％） ― ― 
債務償還年数（年） ― 355.8 
インタレスト・カバレッジ・レシオ ― 0.15 
＊自己資本比率：自己資本／総資産 
＊時価ベースの自己資本比率：時価総額／総資産 
＊債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 
＊インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 
（注１）当社は、平成 16年 3月 3日に株式会社東京証券取引所マザーズに上場したため、時
価ベースの自己資本比率は記載しておりません。 

 
（３） 次期の見通し 

次期のわが国経済は、景気回復の基調にあるものの、依然として予断を許さないような状

況にあり、経営環境は引き続き厳しいものと思われます。 
このような環境下において、当社は新規出店を積極的に行ってまいります。直営店では札

幌新発寒店（フランチャイズ店からの転換。出店済）、函館中道店、千葉八千代店、大分店の

出店を含め６店（うち｢アップガレージ ライダース｣２店）の新規出店を予定しております。

またフランチャイズ店につきましては「アップガレージ」を 6店、「アップガレージ ライダ
ース」を 20店の出店を見込んでおります。これにより直営店の売上高は 3,552百万円（前期
比 22.3％増）またフランチャイズ事業での売上高は 519百万円（前期比 11.4％増）をそれぞ
れ見込んでおります。 
以上の結果、次期の見通しにつきましては、売上高 4,071百万円、経常利益 202百万円、
当期純利益 109百万円を予想しております。 
 
【業績予想に関する留意事項】 
この資料に記載されている次期及び将来に関する記述は、当社が現時点で入手可能な情報

から得られた判断に基づいておりますが、リスクや不確実性を含んでおります。 
よって、実際の業績は様々な要因により記述されている業績予想とは大きく異なる可能性

もあります。 
実際の業績に与え得る重要な要因には、当社の事業を取り巻く経済環境、市場動向等が考

えられます。 



４．財務諸表等 

（１）貸借対照表 

  
前事業年度 

（平成15年３月31日） 
当事業年度 

（平成16年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

比較増減

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１．現金及び預金  256,928 622,455  365,527

２．売掛金  121,563 129,485  7,922

３．商品  362,693 582,408  219,715

４．貯蔵品  1,592 1,751  159

５．前渡金  186 －  △186

６．前払費用  33,875 47,062  13,187

７．繰延税金資産  7,855 11,189  3,334

８．未収入金  5,969 11,275  5,306

９．預け金  9,330 9,037  △293

10．その他流動資産  2,940 3,491  551

流動資産合計  802,934 66.0 1,418,157 74.9 615,223

Ⅱ 固定資産    

(1）有形固定資産    

１．建物  138,717 163,132   

減価償却累計額  24,783 113,934 42,971 120,161  6,227

２．構築物  51,661 66,617   

減価償却累計額  14,218 37,443 24,413 42,204  4,761

３．機械装置  29,330 36,344   

減価償却累計額  5,466 23,863 9,761 26,582  2,719

４．車両運搬具  10,305 6,247   

減価償却累計額  6,501 3,803 4,400 1,847  △1,956

５．工具器具備品  143,979 181,216   

減価償却累計額  48,463 95,515 84,079 97,137  1,622

有形固定資産合計  274,559 22.6 287,933 15.2 13,374

(2)無形固定資産    

１．商標権  3,262 2,933  △329

２．ソフトウェア  17,903 18,056  153

３．ソフトウェア仮
勘定 

 － 2,141  2,141

－  － 
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前事業年度 

（平成15年３月31日） 
当事業年度 

（平成16年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

比較増減

４．電話加入権  2,388 2,531  143

無形固定資産合計  23,553 1.9 25,662 1.4 2,109

(3）投資その他の資産    

１．出資金  10 60  50

２．長期前払費用  4,058 2,693  △1,365

３．長期繰延税金資
産 

 5,061 4,250  △811

４．長期未収入金  3,000 －  △3,000

５．敷金保証金  106,116 151,520  45,404

６．貸倒引当金  △3,000 －  3,000

投資その他の資産
合計 

 115,245 9.5 158,523 8.4 43,278

固定資産合計  413,359 34.0 472,119 25.0 58,760

Ⅲ 繰延資産    

１. 社債発行費  － 2,053  2,053

 繰延資産合計  － － 2,053 0.1 2,053

資産合計  1,216,294 100.0 1,892,329 100.0 676,035

    

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１．買掛金  10,919 43,499  32,580

２．短期借入金  150,000 －  △150,000

３．１年以内返済予定
の長期借入金 

 163,706 289,084  125,378

４．１年以内償還予定
の社債 

 － 14,000  14,000

５．未払金  45,483 56,864  11,381

６．未払費用  13,776 20,081  6,305

７．未払法人税等  26,650 51,097  24,447

８．未払消費税等  4,660 22,673  18,013

９．前受金  125 214  89

10．預り金  5,113 5,307  194

11．賞与引当金  14,209 16,133  1,924

12. その他  － 23  23

流動負債合計  434,643 35.8 518,981 27.4 84,338

－  － 
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前事業年度 

（平成15年３月31日） 
当事業年度 

（平成16年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

比較増減

Ⅱ 固定負債    

１．社債  ― 49,000  49,000

２．長期借入金  336,660 576,076  239,416

３．長期未払金  48,052 23,179  △24,873

４．預り保証金  19,300 22,200  2,900

固定負債合計  404,012 33.2 670,455 35.5 266,443

負債合計  838,656 69.0 1,189,436 62.9 350,780

    

（資本の部）    

Ⅰ 資本金 ＊１ 180,480 14.8 265,480 14.0 85,000

Ⅱ 資本剰余金    

１．資本準備金  115,000 284,375   169,375

資本剰余金合計  115,000 9.5 284,375 15.0 169,375

Ⅲ 利益剰余金    

(1）任意積立金    

１．特別償却準備金  1,110 920   △190

(2）当期未処分利益  81,047 152,118   71,071

利益剰余金合計  82,158 6.7 153,038 8.1 70,880

資本合計  377,638 31.0 702,893 37.1 325,255

負債・資本合計  1,216,294 100.0 1,892,329 100.0 676,035

    

 

－  － 
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（２）損益計算書 

  
前事業年度 

（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比 
（％） 

比較増減

Ⅰ 売上高    

１．商品売上高  1,847,284 2,905,742   

２．フランチャイズ収
入 

＊１ 656,740 2,504,024 100.0 466,477 3,372,219 100.0 868,195

Ⅱ 売上原価    

１．期首商品たな卸高  112,427 362,693   

２．当期商品仕入高  1,097,278 1,575,269   

合計  1,209,705 1,937,962   

３．期末商品たな卸高  362,693 582,408   

４．フランチャイズ収
入原価 

＊２ 386,475 1,233,487 49.3 211,346 1,566,900 46.5 333,413

売上総利益  1,270,536 50.7 1,805,318 53.5 534,782

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

＊３ 1,187,517 47.4 1,626,971 48.2 439,454

営業利益  83,019 3.3 178,347 5.3 95,328

Ⅳ 営業外収益    

１．受取利息  6 7   

２．受取手数料  5,177 6,147   

３．有価証券売却益  46 2,454   

４．協賛金収入  － 1,500   

５．その他  459 5,690 0.2 2,012 12,121 0.4 6,431

    

－  － 
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